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１．はじめに

平成２６年の会社法改正（以下「改正法」と

いう。）は，平成１８年に同法が制定されて以来

の本格的な大改正である１）。改正内容は多岐に

わたるが，総体的にみると，会社法制定時とは

異なるベクトルによる規制強化型の改正という

意味でも大きな意義を有するものと理解でき

る。今般の改正の中でも目玉の一つとされる企

業統治に関しては，戦後一貫してとられてきた

監査役制度の強化２）という手法ではなく，社外

取締役を活用した取締役会の監督機能の強化と

いう手法が用いられていることが注目される。

もっとも，平成５年以降の監査役制度の改正

は，取締役制度改革の代替として行われた面が

強かったとする見方３）もあり，そうであるなら

ば，企業統治における機能強化の道筋が本筋に

戻ったとみることもできる。

その背景にある大きな問題意識の中に，我が

国企業の企業統治のあり方には問題があって，

それが我が国企業，そして日本経済全体の競争

力の低下や資本市場の不信を招いているのでは

ないかという危機感が示されていた４）。そのた

め，今般の会社法の見直しは，株主利益をより

重視した経営，その経営の質や競争力の向上を

目指した方向性への駆動軸として位置付けるこ

とができる。

このような認識を前提として，本稿において

は，改正法の中で新たに創設された監査等委員

会設置会社制度について取り上げ，その論点を

整理するともに，新たな機関形態を創設した意

義と課題について考察するものである。

２．監査等委員会設置会社制度

（１）制度導入の趣旨５）

取締役の職務の執行の監査を行う監査役制度

については，累次にわたる商法改正及び会社法

制定に際して，権限強化がなされてきたが，監

査役は，取締役等の選定及び解職の権限を有し

ておらず，また，取締役会決議における議決権

を有していないことから，その監査機能の強化

１）平成２６年６月２０日，第１８６回国会（常会）にお
いて，「会社法の一部を改正する法律」（平成２６
年法律第９０号）が「会社法の一部を改正する法
律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法
律」（平成２６年法律第９１号）とともに成立し，
同月２７日に公布された。平成２７年５月１日より
施行されている。

２）江頭憲治郎［２０１４］『株式会社法第５版』有斐
閣，p．５０８。

３）岩原紳作［２００９］「監査役制度の見直し」前田重
行・神田秀樹・神作裕之編『前田庸先生喜寿記
念 企業法の変遷』有斐閣，p．１１。

４）日本企業が外国企業と比べて収益力，すなわち
ROEや ROAが明らかに低くて，株価が海外よ
りも低迷しているのは，株主利益より従業員集
団の利益のほうが優先されるために，会社利益
を第一とする果断な意思決定が難しく，従業員
組織のスリム化が図られにくいなど，我が国企
業の企業統治に問題があるためではないかと
いった具体例が示されている（岩原紳作［２０１３］
「会社法制の見直しと監査役」『監査役』６０７
号，p．４）。

５）坂本三郎編著［２０１４］『一問一答 平成２６年改正
会社法』商事法務参照。
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には限界があるとの指摘がなされていた。他

方，取締役に対する監督は，特に，上場会社に

ついて社外取締役の機能を活用すべきとの指摘

がなされていた。これは，取締役会の決議にお

いて議決権を有する社外取締役には，取締役か

ら独立した立場で，業務執行全般を評価し，こ

れに基づき，取締役会における取締役の選定及

び解職に関して議決権を行使することなどを通

じて，取締役に対する監督を実効的に行うこと

が期待できることによるものである。

社外取締役機能の活用という観点からは，監

査役会設置会社は，少なくとも２人の社外監

査役の選任が義務付けられているため，社外監

査役に加えて社外取締役も選任することの重複

感・負担感から，必ずしも利用しやすい機関設

計ではないことが指摘され，また，指名委員会

等設置会社については，監査委員会のほかに

も，指名委員会及び報酬委員会を置くことへの

抵抗感から，広く利用されるには至っていない

ことが指摘されていた６）。

これらを踏まえ，取締役に対する監督機能を

強化することを目的として，監査をする者が取

締役の任免を含む取締役会の決議における議決

権を有するとともに，重複感・負担感・抵抗感

をできるだけ避けつつ，社外取締役の機能を活

用しやすくするための方策として新たな制度設

計がなされたものである。

すなわち，監査等委員会設置会社制度は，取

締役会の監督機能の充実という観点から，自ら

業務執行をしない社外取締役を複数置くことで

業務執行と監督の分業を図りつつ，そのような

社外取締役が監査を担うとともに，経営者の選

定，解職等の決定への関与を通じて監督機能を

果たすことを意図して提案されたものであ

り７），従来の監査役会設置会社制度と指名委員

会等設置会社制度とも異なる新たな第三の機関

設計として認められたものである。

（２）制度の概要

監査等委員会設置会社とは，監査等委員会８）

を置く株式会社をいい（法２条１１号の２），監

査等委員である取締役は，３人以上で，その過

半数は社外取締役でなければならない（法３３１

条６項）。監査等委員会設置会社となるかどう

かは，株式会社がその定款の定めによって選択

することができる（法３２６条２項）。

監査等委員会設置会社には，監査等委員会の

ほか，代表取締役，取締役会及び会計監査人を

置かなければならず（法３９９条の１３第３項，

３２７条１項３号・５項），監査役を置いてはなら

ないこととされている（同条４項）。また，任

意に会計参与を置くこともできる（法３２６条２

項）。なお，指名委員会等設置会社と異なり執

行役は置かれず，代表取締役又は取締役会の決

議によって業務を執行する取締役として選定さ

れた者が，監査等委員会設置会社の業務を執行

する（法３６３条１項）。

監査等委員会は，取締役９）の職務の執行の監

査をすることをその職務とする（法３９９条の２

第３項１号）。その監査の実効性を確保するた

めには，監査等委員である取締役の地位がそれ

６）法務省民事局参事官室［２０１１］「会社法制の見直
しに関する中間試案の補足説明」第１部第１・２
（１）。以下「補足説明」という。ただし，監査
役会設置会社から指名委員会等設置会社への移
行はあまり進まなかったものの，持株会社化に
よって監督と執行を分離する事例は増加したと
される（武井一浩［２０１４］「平成２６年度ガバナン
ス改革への対応－会社法改正と実務の課題」
『ジュリスト』１４７２号，p．６２）。

７）「補足説明」第１部第１・２（１）。
８）会社法制の見直しに関する要綱の段階までは，
「監査・監督委員会」とされていたが，当該機
関は監督機能を有するものの，取締役の職務の
執行の監督という取締役会の監督機能全般を担
うわけではないことに鑑み，政府内における検
討の結果，改正法においてはその名前を「監査
等委員会」とされた（坂本，前掲注５）pp．２１－
２２）。なお「等」とされたのは，監査等委員会が
意見陳述権を通じて人事と報酬に関与し，「監
査」を超える役割を果たすためである（前田雅
弘［２０１４］「企業統治」『ジュリスト』１４７２号，
p．２２）。

９）会計参与設置会社については会計参与を含む。

8 経 済 学 研 究 ６５－１（ ）8
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以外の取締役から独立している必要がある。そ

のため，監査等委員会の独立性を確保する観点

から様々な仕組みが設計されている。第一に，

取締役の選任は，株主総会の特則普通決議１０）に

おいて，監査等委員である取締役とそれ以外の

取締役とを区分して行わなければならない（法

３２９条２項）。その際に，監査等委員会に対

し，監査等委員である取締役の選任議案の同意

権及び選任の議題又は議案の提案権を付与して

いる（法３４４条の２第１・２項）。第二に，監査

等委員である取締役の解任については，株主総

会の特別決議によることを求めている（法３４３

条の２第１項，３０９条２項７号）。第三に，監

査等委員である各取締役に対し，監査等委員で

ある取締役の選任・解任・辞任についての株主

総会における意見陳述権を付与し（法３４２条の

２第１項），監査等委員会が選定する監査等委

員に対し，監査等委員である取締役以外の取締

役の選任・解任・辞任についての株主総会にお

ける意見陳述権を付与している（同条４項）。

第四に，監査等委員である取締役の任期は，２

年とし，かつ，定款又は株主総会の決議による

短縮を認めないこととしている（法３３２条１・

４項）。第五に，取締役の報酬等に関する事項

は，監査等委員である取締役とそれ以外の取締

役とを区分して定款又は株主総会の決議により

定めなければならないこととしている（法３６１

条２項）。第六に，監査等委員である各取締役

に対し，監査等委員である取締役の報酬等につ

いての株主総会における意見陳述権を付与し

（法３６１条６項），監査等委員会が選定する監

査等委員に対し，監査等委員である取締役以外

の取締役の報酬等についての株主総会における

意見陳述権を付与している（同条６項）。第七

に，監査等委員会は，監査等委員である取締役

の過半数を社外取締役が占めることとしてお

り，併せて，社外取締役の要件の厳格化がなさ

れている１１）。

（３）制度の位置付け

監査等委員会設置会社制度は，社外取締役を

より活用しやすくするための方策として考案さ

れた機関形態であり，指名委員会等設置会社制

度と監査役会設置会社制度との中間に位置する

存在として設計されたものと評価できる１２）。す

なわち，指名委員会等設置会社からみれば，こ

れがあまり利用されない実情を考慮して３つの

委員会をセットで設置することは要求せず，３

委員会を監査等委員会のみに置き換え，執行役

制度を採用しない機関形態を設計したものとい

える。さらに，取締役に対し重要な業務執行の

決定の委任ができることや監査役を設置する必

要がないことは，指名委員会等設置会社につい

ての実務界の要望が反映されたものと思われ

る。一方，監査役会設置会社からみれば，従来

の監査役会に取締役会の議決権を与えたものと

して，監査役会を発展させた機関形態に近いも

のといえる。さらに，人事・報酬に直結する事

項についてのすべてを社外取締役に委ねないと

いう監査役会設置会社の利用しやすさを活かし

たものと考えられる。

１０）議決権を行使することができる株主の議決権の
過半数（３分の１以上の割合を定款で定めた場
合にあっては，その割合以上）を有する株主が
出席し，出席した当該株主の議決権の過半数
（これを上回る割合を定款で定めた場合にあっ
ては，その割合以上）をもって行わなければな
らない（法３４１条）。

１１）社外取締役の非該当要件の範囲を拡大（親会社
等の関係者，兄弟会社の関係者及び当該株式会
社の関係者の近親者が新たに独立性の要件を欠
くものとして追加された）することによって厳
格化する一方，その就任前において過去要件が
１０年間に限定されるなど要件の緩和もなされて
いるが，これは，社外取締役の役割を実質的に
機能させる観点からは，総合的にみて厳格化さ
れたと評価するのが適切と考える。

１２）前田，前掲注８）p．２３。郡谷大輔［２０１５］「監査
等委員会設置会社制度の創設」『企業会計』６７号
３巻，p．５４。「監査等委員」の地位は原則として
監査役の地位にならって定められており，「監査
等委員会」については監査委員会にならって規
定が置かれている（鳥山恭一［２０１５］「監査等委
員会設置会社」『金融・商事判例増刊』１４６１号，
p．２１）。

9２０１５．６ 監査等委員会設置会社制度創設の意義と課題 荻野 9（ ）
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このように，現状における制度利用のしにく

さを回避し，監査役の監査機能と取締役会の監

督機能とを融合させ，監査等委員たる取締役が

両者の機能を併有し，監査役をそのまま取締役

会に移行させ，社外取締役を義務化して新しい

機関形態を考案したことは，巧みな発想である

と評価される１３）。

このような制度創設により，いわゆる上場会

社を典型とする大会社であって，かつ，公開会

社である株式会社の機関形態は，監査役会設置

会社，指名委員会等設置会社に加え，監査等委

員会設置会社の３つの中から選択されること

となる。

３．論点整理

（１）監査等委員会が担う監査機能と監督機能

会社法は，取締役に対する監視について，

「監督」と「監査」の用語を使い分けている

が，それぞれの定義は定めていない。取締役会

は，取締役の職務の執行の「監督」をその職務

と す る（法３６２条２項２号，３９９条 の１３第１

項２号，４１６条１項２号）。ここで，「取締役

の職務の執行」とは，取締役が取締役としての

地位に基づいて行うすべての行為を意味し，業

務の執行には限定されないと解される１４）。その

ため，取締役の職務として，業務執行の決定

（法３６２条２項１号），業務の執行（法３６３条

１項）及び他の取締役の職務執行の監督（法３６２

条１項２号）のすべてがその対象となる。その

上で，職務の執行の「監督」の主たるものは，

取締役会で決定された事項が適切に業務執行さ

れているか否かについて監督することであり，

その対象は，直接的には代表取締役及びそれ以

外の業務執行取締役であるが，現実にはこの業

務執行取締役が会社内の使用人を指揮命令して

業務執行を行うのであるから，取締役会による

監督は，使用人も含めた会社の事業全体が対象

となり得る１５）。具体的には，決定を実行するこ

れら業務執行者に対し，執行計画等により必要

な報告・資料の提示等を求め，取締役会におい

て審議・検討し，その適否を判断することに

よって実施される。また，監査役や会計監査人

等の意見を聴取することも重要であり，必要に

応じて社内外の専門家の意見も聴取し，場合に

よっては社外の独立性のある第三者で構成され

る委員会等を設置して調査・検討を依頼し，そ

の報告をもとに経営決定の執行の適法性・妥当

性を判断することとなる１６）。すなわち，取締役

会の監督の範囲は，監査役の監査とは異なり，

違法な業務執行の是正監督をするにとどまら

ず，業務執行の妥当性にまで及ぶこととなる。

この場合の妥当性は業務執行の合目的性の評価

であり，結局のところ効率性の評価と解され

る１７）。

これに対し，監査役，監査等委員会及び監査

委員会が行うのは，取締役１８）の職務の執行の

「監査」である（法３８１条１項，３９９条の２第

３項，４０４条２項）。ここでもその対象は取締役

の職務の執行であるので，いわゆる会計監査に

は限定されないこととなる。職務の執行の「監

査」については，取締役が善管注意をもって法

令，定款及び株主総会決議を遵守するととも

に，会社のために忠実にその職務を執行してい

１３）家近正直［２０１４］「社外取締役義務化論の検討－
社外監査役との対比において‐」関西商事法研
究会編『会社法改正の潮流』新日本法規出版，
p．７参照。併せて，制度として完全なものとは
いえない不合理さが指摘されている。

１４）吉本健一［２００９］落合誠一編『会社法コンメン
タール８－機関（２）』商事法務，p．３９３。

１５）落合誠一［２００９］同上誌，p．２１８。
１６）同上 pp．２１８－２１９。
１７）川濱昇［１９９７］「取締役会の監督機能」森本滋・

川濱昇・前田雅弘編著『企業の健全性確保と取
締役の責任』有斐閣，pp．４４－４６。期待されるべ
き妥当性の監督は，個別業務執行の妥当性の再
審査ではなく，各部門の一定期間の実績に対す
る分析を通じた評価であるとする。

１８）指名委員会等設置会社については執行役，会計
参与設置会社については会計参与を含む。

10 経 済 学 研 究 ６５－１（ ）10

／【Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／２０１５　経済学研究Ｖｏｌ．６５，Ｎｏ１／本文／０００～０００　�荻野様  2015.06.04 17.28.42  Page 10 



るか否かを対象とする１９）。会社法は，具体的な

監査方法については法定せず，取締役に対する

報告徴求権や会社の業務・財産調査権限等を行

使の上，監査を実施することとなる。

すなわち，「監督」は，取締役の業績を評価

し，業務執行の効率性を確保することを主眼と

し，「監査」は，業務執行の適法性を確保する

ことを主眼とするものといえる２０）。

このように会社法は，取締役に対する監視の

うち，取締役会が行うものを「監督」，監査

役，監査等委員会及び監査委員会が行うものを

「監査」と呼んで，文言を使い分けているが，

そのいずれもが取締役を監視する機能を果たし

ていることには変わりはない２１）。そのため，後

述のように監査の内容の議論と併せ鑑みるに，

これらの文言の使い分けそのものに重要な意味

があるのかは疑問である。むしろ，これらの監

査と監督の概念を区分することは，硬直的な解

釈であるとする見解２２）もみられる。

ところで，監査役の「監査」そのものについ

ても，従来から，取締役の職務執行が適法であ

るかを監査することに限定する適法性監査であ

るか，適法性監査に加え，経営効率の観点から

の妥当性についても含む妥当性監査であるかに

ついて議論の対立がある２３）。学説は，原則とし

て適法性監査に限られるとする適法性監査限定

説が有力であるのに対し，実務上，特に監査役

経験者の間では妥当性監査包含説が有力なよう

である２４）。

もっとも，会社法は，監査役の監査報告の記

載事項として，内部統制システムの基本方針が

相当でないと認めるときの理由の記載（会社法

施行規則１２９条１項５号）や，買収防衛策に関

して事業報告の内容となっているときはその意

見の記載（同項６号）が求められているほか，

株主代表訴訟の不提訴の理由書通知制度２５）（法

８４７条４項）などの規定ぶりに鑑みると，監査

役監査は適法性監査に限定されるという根拠は

薄れつつあり２６），一定の範囲での妥当性につい

ての監査権限が認められているともいえ２７），近

時，そのような問題設定自体が適切ではないと

し，適法性と妥当性を峻別することを批判する

見解が増えている２８）。監査役は，取締役の善管

注意義務違反の有無を監査するため，妥当性に

かかわる事項についても監査権限を有すること

と変わりないとする見解２９）は現実的である。む

しろ，監査役から妥当性監査権限を奪ってきた

従来のパラダイムこそが，監査役が適法性監査

すら十分に果たせなかったことの理由の一つで

はないかとする見解３０）は興味深い。

１９）吉本，前掲注１４）p．３９４。
２０）坂本，前掲注５）p．２２。
２１）前田雅弘［２０１３］「監査役会と三委員会と監査・

監督委員会」江頭憲治郎編『株式会社法大系』
有斐閣，p．２５５。

２２）武井一浩［２０１２］「解禁される監査監督委員会設
置会社と起業戦略上の異議」『企業会計』６４巻
１１号，p．３６。

２３）適法性監査限定説は，①取締役会との権限区分
のため，②取締役の業務執行への過度の介入防
止のため，③監査の本質が監査の結果としての
監査意見の表明であること，④規定（３８２条，３８４
条）の文言上，法令・定款違反及び著しく不当
な事項に限定されていること等をその理由とす
る一方，妥当性監査包含説は，①監査役の調査
権行使の場面では適法性に関する事項に限られ
ないこと，②実務上，適法性の問題と妥当性の

問題を明確に区分できないこと，③監査役の個
別権限には，適法性監査に限定されないものが
あること等をその理由とする（吉本，前掲注１４）
pp．３９４－３９５）。

２４）吉本，前掲注１４）p．３８１。
２５）不提訴の理由として，会社法は株主から提訴請

求を受けた取締役に対する請求権に法律的な原
因が存在するか否かのみにとどまらず，提訴し
た場合の費用や回復可能な損害との比較等によ
る妥当性や政策的判断により不提訴とすること
を認めている（岩原，前掲注３）p．１５）。

２６）高橋均［２０１１］「監査・監督委員会設置会社と企
業統治－会社法制の見直しに向けて－」『商事法
務』１９３６号 p．１５。

２７）弥永真生［２０１５］『リーガルマインド会社法（第１４
版）』有斐閣，p．２１６。

２８）吉本，前掲注１４）p．３９５。大杉謙一［２００７］「監
査役制度改造論」『商事法務』１７９６号，p．１１。

２９）神田秀樹［２０１４］『会社法（第１６版）』弘文堂，
p．２３６。

11２０１５．６ 監査等委員会設置会社制度創設の意義と課題 荻野 11（ ）
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妥当性監査は，本来，取締役会の権限事項で

あるところ，例えば，会社と取締役間における

訴訟や政策的要素が比較的低いもので経営者に

利益相反の問題が生じ得るなど，経営者からの

高度な独立性判断が求められるような事項に関

するものについては，監査役の権限に帰属させ

てもよいとする見解３１）は，将来の制度設計にお

ける可能性を示唆するものと理解できる。

ところで，監査等委員会の監査等委員又は監

査委員会の監査委員は同時に取締役会の構成員

でもあり，取締役会における議決権を有する。

そのため，適法性と妥当性の議論の対立にかか

わらず，監査等委員会又は監査委員会が担う監

査は，現実には業務執行者による業務執行の妥

当性という観点からも行われることとなる３２）。

すなわち，監査等委員会又は監査委員会は，適

法性監査の権限のみならず，当然に妥当性監査

の権限も有すると考えられること３３）から，業務

執行の合目的性の評価，換言すれば効率性の観

点からも監査が求められる３４）。そしてこの妥当

性監査の成果は，取締役会による監督権限の行

使として反映されることとなる３５）。

すなわち，監査等委員会が担う監査機能は，

併せて監督機能をも含有したものと評価するこ

とができ，監査と監督又は適法性と妥当性をそ

れぞれ融合した議論の現実的な終着型としての

統治機能とも捉えることができる。

（２）内部統制システムを利用した監査と常勤

者

監査等委員会による監査の方法は，監査役が

行う監査の方法とは大きく異なる。監査役の監

査は，取締役から内部監査部門や内部統制部門

等に至る監督ラインの外側に位置し，わずかな

スタッフとともに，自ら会社の業務・財産の調

査等を行って監査するのが通常であるため，常

勤の監査役の設置が義務付けられている。これ

に対し，監査等委員会は，取締役会が設置する

内部統制部門を通じて監査を行うこととなる。

すなわち，内部統制システムが適切に構成・運

営されているかについて監視し，必要に応じて

内部統制部門等に対して具体的な指揮をして情

報収集の上，取締役の業務執行のチェック・分

析・評価を行うことが，監査等委員会の任務と

なる。そのため，監査等委員自ら会社の業務・

財産の調査等を行って監査することは想定され

ておらず，常勤の監査等委員の設置は義務付け

られていない。

もっとも，このことは，内部統制システムに

おける整備不備や瑕疵が生じた場合に，同シス

テムを通じてなされた監査等委員会による監査

の有効性そのものの問題や善管注意義務違反等

の問題へと発展することには留意が必要であ

る。

このように，監査等委員会の監査等委員には

常勤者が義務付けられていない。監査等委員で

ある取締役は，３人以上で，その過半数は社外

取締役でなければならないとされていることか

ら，監査等委員の全員を社外取締役とすること

も想定される。この場合には，社外取締役は基

本的には非常勤であるため３６），常勤者は不在と

なることも考えられる。十全な役割を果たすた

めには日常的な情報収集を通じた監査を行うこ

とが不可欠であるとの観点から，監査役会にお

いては常勤監査役の設置が義務付けられている

ところ，監査役監査より監査の質が後退するこ

とがないようにするためには，常勤の監査等委

員を設置すべきとする見解３７）も有力である。他

方，既述のように監査等委員会は自ら実査を行

３０）大杉，前掲注２８）p．８。
３１）岩原，前掲注３）p．１６。
３２）江頭，前掲注２）p．５７９。
３３）始関正光［２００２］「平成１４年改正商法の解説

（�）」『商事法務』１６４１号，p．２４。坂本，前掲
注５）p．３０。

３４）伊藤靖史［２０１４］岩原紳作編『会社法コンメン
タール９－機関（３）』商事法務，p．９５参照。

３５）始関，前掲注３３）p．２８参照。

３６）高橋，前掲注２６）p．１５。
３７）法制審議会会社法制部会第１９回会議議事録 p．１６

以下参照。
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うことにより監査を行うのではなく，会社の内

部統制システムを利用して監査を行うことをそ

の基本的な手法としている。このような基本的

な手法の違いを無視することは，監査等委員会

制度の基本的な性格付けに反することになると

の見解３８）もある。

改正法は，監査委員会と同様に，内部統制シ

ステムを利用した監査が実施されることから，

常勤の義務付けはしないこととされた３９）。この

議論は，監査等委員会設置会社制度による具体

的監査方法について，従来の監査役制度型のガ

バナンスの系譜とみるか，監査委員会制度型の

それとみるかに関係し，監査等委員会の根本的

理解に関するものである４０）。すなわち，監査等

委員会監査は，内部統制システムを利用した組

織的な監査手法であることを重視し，常勤者を

要しない制度である指名委員会等設置会社制度

との法的整合性をとったものと考えられる。

ただし，会社内の情報収集において常勤者が

重要な役割を果たしていることは否定できない

ところであり，むしろ，常勤者を置くことには

監督機能の強化の観点からは，高い合理性があ

ると思われる。常勤者について会社法で規律付

けるか否かを検討するに当たり，監査役会は自

ら監査をするから常勤者が必要，監査等委員会

は内部統制システムを活用して監査をするから

常勤者は不要といった角度からの議論には実務

的観点から違和感があることが示されてい

る４１）。むしろ，適切な監督機能の発揮の観点か

らは，常勤者を置かないことに積極的な姿勢は

疑問なしとしない。なお，事業年度の末日にお

いて監査等委員会設置会社である場合には，常

勤の監査等委員の選定の有無及びその理由につ

いて事業報告への記載が義務付けられる（会社

法施行規則１２１条１０号イ）。

（３）監査等委員の独任制

監査等委員は，監査役のように自らが会社の

業務・財産の調査等を行うことを想定した制度

設計となっていないことから独任制を採用して

いない４２）。これは，監査等委員会は会議体であ

り，内部統制システムを利用した組織的な監査

を行うためであると説明される４３）。もっとも，

監査等委員は，取締役による不正行為等がある

と認める場合には取締役会へ報告する義務を負

うとともに（法３９９条の４），取締役が法令又

は定款に違反する行為をしようとしている場合

等には差止請求権が認められている（法３９９条

の６第１項）。また，監査等委員は，監査報告

の内容に係る事項について，監査委員会の報告

と自らの意見が異なるときは，自らの意見を監

査報告に付記することができる（会社法施行規

則１３０条の２第１項）など一定の範囲における

独任制は認められているとみることもできる。

これらの行為が会議体である監査等委員会では

なく，個々の監査等委員に属することとしてい

るのは，緊急に行使される必要性や各監査等委

員が合理的に行動でき得る事項であるためと説

明される４４）。

これらの点は，内部統制システムを利用した

組織的な監査手法であることを重視しつつも，

指名委員会等設置会社における監査委員会との

法的整合性をとったものと考えられる。

３８）法制審議会会社法制部会第１９回会議議事録 p．１７
以下参照。

３９）坂本，前掲注５）p．３７。
４０）吉井敦子［２０１４］「監査等委員会の導入とコーポ

レート・ガバナンスの進展」北村雅史・高橋英
治編『グローバル化の中の会社法改正』法律文
化社，p．６３。

４１）武井，前掲注２２）p．４２参照。

４２）監査役はいわゆる独任制をとっており，複数の
監査役がいる場合でも各自が単独でその権限を
行使することが認められている。

４３）坂本，前掲注５）p．３９。
４４）坂本，前掲注５）pp．３９－４０。江頭，前掲注２）

p．５６１。森本滋［２００３］「委員会等設置会社制度の
理念と機能－監査委員会と監査役制度の比較を
中心に－」『商事法務』１６６８号，p．１５。

13２０１５．６ 監査等委員会設置会社制度創設の意義と課題 荻野 13（ ）
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（４）自己監査の問題

取締役で組織される監査等委員会が取締役の

職務の執行を監査することは，取締役として監

査される一方で，監査する立場になるいわゆる

自己監査の問題が存在する。

監査等委員は業務執行取締役ではないことか

ら，取締役の業務執行に係る監査においては，

自己監査の問題は生じないが，監査の対象は取

締役の職務の執行であることからすると，取締

役が広く監視・監督義務を果たしているかとい

う観点からは，これも監査対象となる。そのた

め，自己監査の問題は残ることとなる。もっと

も，監査等委員が自己の職務の執行を監査する

のは，監査対象のうちわずかな部分に過ぎな

い。すなわち，通常，監査等委員会による監査

の主たる対象は，業務執行に係る実効面である

取締役による職務の執行である。これに加え，

後述のように取締役会の業務執行の決定の権限

移譲が行われることにより，取締役会が意思決

定する場面も相当程度限定されることとなる。

自己監査の問題の本質は，監査機関が業務執

行に携わること，すなわち，会社の目的である

具体的事業活動に関与することである。換言す

れば，自らの業務執行の状況を自らが属する監

査機関が行うことであり，業務執行を行わない

限りにおいて，監査等委員が非業務執行取締役

の職務の執行の監査をすることをことさら問題

視することは適切とはいえない４５）。

（５）取締役会の権限委任

監査等委員会設置会社の取締役会は，監査役

会設置会社における取締役会と同様に，重要な

業務執行の決定については取締役会自らが行わ

なければならないことを原則とした上で，所定

の要件を満たせば，取締役に対して指名委員会

等設置会社における取締役会と実質的に同等の

広範な業務執行の決定の委任が認められる。こ

の場合の所定の要件とは，取締役の過半数が社

外取締役である場合（法３９９条の１３第５項）

と，定款で定めた場合（同条６項）である。前

者については，指名委員会等設置会社よりもさ

らに独立性が高いと考えられるため，決定権限

の移譲には特段の問題はないと考えられる４６）。

これに対し，後者については，監査役会設置会

社では定款をもってしても重要な業務執行の決

定まで取締役に委任することは認められていな

いのであって，指名・報酬の各委員会を欠くに

もかかわらず，これほどの大きな権限移譲をす

ることについて濫用的行使を容易にするなどの

点で懸念が示されている４７）。もっとも，取締役

会の必要的決議事項を減らしたからといって，

それが直接，監督機能やガバナンス機能の低下

につながるわけではないことは，頭の整理をし

ておく必要があろう４８）。

改正法は，監査等委員会が選任する監査等委

員は監査等委員以外の取締役の選任・解任・辞

任・報酬等について株主総会における意見陳述

権を有していること，監査等委員以外の取締役

４５）大杉，前掲注２８）p．８。現実問題として，監査
役監査との比較において，監査役にもいわゆる
横滑り監査役が存在する。

４６）ただし，そうであるとすれば，監査役会設置会
社であっても取締役の過半数が社外取締役であ
れば，同様の範囲で決定権限の委譲が認められ
るという制度設計もあり得る。

４７）前田，前掲注２１）p．２７３。家近，前掲注１３）p．８。
４８）業務執行と監督の分離による監督機能の強化の

観点からは，取締役会は個別の業務執行の決定
に逐一関与するのではなく，業務執行者の監督
により専念できるようにすることが望ましく，
このような観点からすると，監査等委員会設置
会社の取締役会の決定すべき業務執行の範囲は
可能な範囲において狭い方が良いこととなる。
また，重要な業務執行の決定については，その
委任事項が多いほど，自己監査する部分は少な
くなるという関係があることから，この観点か
らも同様の方向性が見出せる。むしろ，問題
は，取締役の過半数が社外取締役であることを
要件として広範な決定の委任を認めながら，他
方で，定款の定めがあればやはり同様の広範な
決定の委任を認めるという均衡を欠く要件の設
定にあるのではないかと考えられる（鳥山，前
掲注１２）p．２５参照）。

14 経 済 学 研 究 ６５－１（ ）14

／【Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／２０１５　経済学研究Ｖｏｌ．６５，Ｎｏ１／本文／０００～０００　�荻野様  2015.06.04 17.28.42  Page 14 



の任期は１年として毎年株主総会のチェックを

受けることになっていること，監査等委員会設

置会社制度が理念とするモニタリング・モデ

ル４９）からすると取締役会は詳細な事項を決定す

るのではなく，業務執行の監督や代表者の選解

任等に専念すべきであることを理由として，取

締役への権限委任を認めることとされた５０）。

これにより，監査等委員会設置会社の取締役

会は，監督機関としての性格が強く打ち出され

たとする見方５１）もあるが，会社は定款自治に

よって，権限委任範囲を自由に設定することが

できることに加え，会社法は監査役会設置会社

制度も併存させているなど後述のような制度選

択の柔軟性の問題に鑑みると，改正法はモニタ

リング・モデルへの方向性を慫慂しつつも，必

ずしもモニタリング・モデルのみを志向してい

る制度設計にはなっていないことに留意が必要

である５２）。

（６）社外取締役の設置

監査等委員会設置会社においては，監査等委

員である取締役は，３人以上で，その過半数は

社外取締役でなければならないとされる。社外

取締役に期待される監督機能５３）としては，第一

に，経営全般の監督機能がある。具体的には，

取締役会における重要事項の決定に関して議決

権を行使すること等を通じて監督する機能と，

経営全般の評価に基づき，取締役会における経

営者の選定・解職の決定に関して議決権を行使

すること等を通じて監督する機能がある。第二

に，利益相反の監督機能がある。具体的には，

株式会社と経営者との間の利益相反を監督する

機能と，株式会社と経営者以外の利害関係者と

の間の利益相反を監督する機能がある。

監査等委員会設置会社は，既述のように，取

締役会で決定すべき事項について，監督的事項

のみとすることが許容されているので，業務執

行を伴わない社外取締役にとっては導入しやす

い制度設計になっていると考えられる。監査等

委員会設置会社が取締役会で決定する必要があ

る法定事項は，株主総会決議事項，業務執行を

行う役員の選定及び解職，経営の基本方針，内

部統制システムの基本方針，会社の決算，剰余

金の配当，利益相反に伴う役員の法的責任の判

定に関する各事項であり，これらの事項はいず

れも非業務執行者である社外取締役が監督者と

して決議に参加することに合理性のある事項で

あると指摘される５４）。

（７）利益相反取引の承認

取締役等との利益相反取引（法３５６条１項

２・３号，４１９条２項）によって株式会社に損害

が生じたときは，当該取引を行った取締役等

は，その任務を怠ったものと推定される（法

４２３条３項）。他方で，監査等委員会は，その

委員の過半数が社外取締役であるところ，社外

取締役には取締役から独立した立場で株式会社

と取締役との間の利益相反を監督する機能が期

待されている。そこで，このような監査等委員

会が事前に５５）利益相反取引を承認した場合に

４９）モニタリング・モデルの機能として重視されて
いるのは，第一に，経営者の業績の評価，すな
わち経営の効率性からの統制，第二に，会社と
利益相反が生ずる経営者による業務執行の統
制，第三に，会社運営の適法性確保のための統
制とされる（岩原，前掲注４）p．６）。

５０）岩原，前掲注４）pp．８－９。
５１）武井，前掲注２２）p．３７参照。
５２）制度の論理的整合性よりもモニタリング・モデ

ルへの慫慂を優先しているところもあり，各制
度間の整合性に歪みが生じているものと捉えら
れる。なお，監査役会設置会社の存続そのもの
の是非を議論すべきとして，家近，前掲注１３）
p．４参照。監査役は制度としての存在意義を問
われるアイデンティティ・クライシスに陥った
とするものがある（松中学［２０１２］「監査役のア
イデンティティ・クライシス」『商事法務』１９５７
号，p．８参照）。

５３）「補足説明」第１部第１・１（１）。

５４）武井，前掲注６）p．６１。
５５）法４２３条４項は，「第３５６条第１項第２号又は第

３号に掲げる場合において，同項の取締役（監査
等委員であるものを除く。）が当該取引につき監
査等委員会の承認を受けたとき」に，取締役の
任務懈怠の推定規定を適用しないと定めている
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は，任務懈怠の推定規定を適用しないこととさ

れた（法４２３条４項）。したがって，訴訟にお

いては，取締役の責任を追及しようとする者

が，その取締役の任務懈怠を証明することとな

る。なお，監査等委員会の判断の公正性を確保

するため，この特則の適用対象から監査等委員

である取締役は除かれている。

これに対し，代表取締役等からの独立性が確

保されているとしても，そもそも監査等委員会

は利益相反取引一般についての審査機能を有す

るのかといった疑問や指名委員会等設置会社に

おける監査委員会にも認められていない特則で

あり整合性に欠けるとする批判５６）もみられる。

他方，監査等委員は，すべて非業務執行取締役

であり，その職責は，業務執行において不可避

的に生じ得る利益相反の懸念の解消にあるた

め，監査等委員会における利益相反取引に対す

る事前の承認が一定の法的効果を持つことは自

然の流れとする見解５７）がある。

改正法は，監査委員会には監査等委員会のよ

うな取締役の人事に関する意見陳述権は認めら

れておらず，監督機能をも有する監査等委員会

とは性格が異なること，立証責任だけの問題で

あり，裁判所による適切な任務懈怠の有無を判

断することが期待できることに加え，新制度の

利用促進を図るという観点から，監査等委員会

による事前の承認があった場合には，任務懈怠

の推定規定を適用除外とした。

なお，この特則の根拠にある社外取締役には

取締役から独立した立場で利益相反を監督する

機能が期待されていることについて，そもそも

社外取締役は，取締役以外の関係者との独立性

が要件とされていない。例えば，取締役と株式

会社間における利益相反取引に関し，第三者が

関与するような場合には，社外取締役は当該第

三者に対する独立性を有していない場合もあり

得るが，この場合には，監査等委員会の決議に

おいて，特別の利害関係を有する監査等委員と

しての議決参加への判断がなされることとなろ

う（法３９９条の１０第１・２項）。仮に，特別の

利害関係を有する監査等委員が利益相反を承認

する決議に参加していた場合には，当該決議は

原則，無効と解すべきである。

また，監査等委員会の承認があった場合にお

いても，取締役会による利益相反取引の承認は

別途必要となる（法３５６条１項２・３号，３６５

条１項）。これに関し，特則の適用は法４２３条

４項において，「監査等委員会の承認を受けた

とき」と規定され，取締役会の承認が要件であ

るかについては明確でない。もっとも，取締役

会の承認を得ることを怠った場合には，当該利

益相反にある取締役だけでなく監査等委員であ

る取締役も明らかに法令違反をしていることか

ら，任務懈怠が認められることとなろう５８）。

いずれにしても，実務的にこの特則が機能す

る機会は極めて稀とされ，むしろ，当該規定の

存在により，監査等委員会設置会社における利

益相反取引の承認は，取締役会に加えて，監査

等委員会からも得るという実務が定着するとい

う見方５９）もある。

規制の趣旨を考慮しても，この特則は，監査

等委員会設置会社制度促進のための政策的意図

が優先されたものと思われる。

ところ，「第３５６条第１項第２号又は第３号に掲
げる場合」とは，取締役等が利益相反取引を
「しようとするとき」であるから，法４２３条４項
は監査等委員会が利益相反取引を「事前に」承
認した場合の規制となる。

５６）法制審議会会社法制部会第１９回会議議事録
pp．１２－１３参照。

５７）武井，前掲注２２）p．３９。

５８）江頭，前掲注２）p．５７７。鳥山，前掲注１２）p．
２５。この点，取締役会の承認を得ていない場合
についてまで特則を適用することは，十分な監
督が期待される場合に推定規定の適用を排除す
るという同規則の趣旨に反するとして，特則は
適用されないと解するべきとする（松元暢子
［２０１５］「監査等に関する規律の見直し－監査等
委員会設置会社制度の創設を中心に－」『商事法
務』２０６２号，p．２２）。

５９）郡谷，前掲注１２）p．５４。
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４．監査等委員会設置会社制度創設の意義と課

題

（１）制度創設の意義

我が国の監査役制度の強化による監査権限の

拡大は，経営の要である取締役会制度の改革の

代替としてなされてきたものであるとすると，

我が国の企業統治の根本的な改革は，取締役会

制度そのものの改革によってなされることが本

質となる６０）。

そもそも，監督と監査の概念が明確ではない

ことは既述のとおりであり，むしろ，効率性や

妥当性の適合判断の観点から適法性をチェック

するという機能は，実務的観点からはより法令

遵守の実効性が高まる効果があると考えられ

る。そうした意味からも，監査等委員会設置会

社制度の創設は，監督機能と監査機能を融合

し，その中に社外取締役の設置を義務化するこ

とにより，機能強化と実効性を向上させ，さら

に，その利用可能性を高めた機関形態の実現に

よって企業統治を図ろうとするものと捉えるこ

とができる。敷衍すれば，監査等委員会設置会

社制度創設の意義は，従来からの機関形態に加

え，監督機能に包含される監査機能を有するモ

ニタリング・モデルによる統治機構が，新たに

利用可能性を高めた上で選択肢に加えられたこ

とと，その仕組みにおいて，より独立性が高

まった社外取締役の活用促進を伴って，監督機

能の強化を図るところにあるといえる。

（２）制度設計の課題

監査等委員会設置会社制度は，取締役に対す

る監督機能の強化を図り，また，社外取締役の

選任を促進してその機能を活用するために創設

されたものであり，従来からの監査役会設置会

社制度や指名委員会等設置会社制度の意義を否

定するものではないとされる６１）。そのため，各

会社がその実情に応じ，最適と考えられる機関

設計を採用することができるように，定款自治

により選択の幅を拡大したものと捉えることが

できる。

古くから経営者支配に対処するための唯一特

効薬的な機関形態は存在しないと指摘されてい

るところであり，複数の機関形態を選択可能と

することにより，制度間競争を生じさせ，競争

の緊張を通じて機関の運用が改善されることを

会社法は期待しているものと考えられる６２）。こ

れに対し，ガバナンスの根幹について経営者に

広い裁量権を認めるのは妥当ではなく，会社が

その存在意義を発揮するための基本的なガバナ

ンス構造は会社法において明確に定めるべきと

する見解６３）もみられる。

もっとも，監査等委員会設置会社制度には，

既述のように公平な制度間競争というよりは選

択慫慂のための制度設計が随所になされてい

る。すなわち，指名委員会等設置会社と比較

し，指名委員会や報酬委員会を欠くことから取

締役会による業務執行の監督機能が同等とはい

えないにもかかわらず，定款の定めによって，

指名委員会等設置会社と同等の業務執行の広範

な決定権限の委任を行うことを可能としている

ことや，監査等委員会が事前に利益相反取引を

承認した場合には，当該取引に関与した取締役

の任務懈怠の推定が働かなくなることなどが認

められる。

監査等委員会は，実質的に指名委員会や報酬

委員会と同等の機能を有しているとする見解６４）

もみられるが，理論的整合性を犠牲にしても，

６０）岩原，前掲注３）p．４３参照。ガバナンスに関す
る改革の要求と経済団体の受容できる妥協案又
は交換条件として，昭和２５年改正で棚上げに
なっていた監査役制度が活用されてきたとする
（松中，前掲注５２）p．９）。

６１）坂本，前掲注５）p．２０。
６２）江頭，前掲注２）p．５４５参照。
６３）落合誠一［２０１０］「会社法制見直しの基本問題」

『商事法務』１８９７号，p．６。
６４）武井，前掲注２２）pp．４０－４１参照。
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制度の利用を促進するという立法者の配慮であ

るとする評価６５）も多くみられる。また，公正な

制度間競争のためには，制度間における優劣を

設定すべきではなく，制度間の適切な比較・評

価を行うためには，同一条件の中で制度間競争

が行われる必要があるとする見解６６）もある。

この点は，多分に監査等委員会設置会社制度

の利用促進という政策的観点が優先されたもの

と評価される。

さらに，機関形態の選択後においても統治機

構の柔軟性が認められる。例えば，監査等委員

会設置会社制度の特色の一つに組織に対する規

制の柔軟性が指摘される６７）。取締役会が重要な

業務執行の決定の大部分を担う統治機構，換言

すれば，単に監査役会を監査等委員会に置き換

えただけの形をとることもできれば，取締役の

過半数を社外取締役が占め，重要な業務執行の

決定を大幅に業務執行取締役に委任した，いわ

ゆるモニタリング・モデルの統治機構にするこ

とも可能となる６８）。

すなわち，会社法は各社がその実情に応じ，

最適と考えられる機関形態を採用することがで

きるように定款自治により選択の幅を拡大した

上で，さらにその選択された機関形態の中で，

統治機構について裁量幅を与えていることとな

る。このことは，制度間競争の緊張を通じた機

関運用の最適化への期待と企業統治の根幹まで

任意としてしまう規律の柔軟性が，モニタリン

グ・モデルを強く慫慂する政策的意図との間

で，規律に歪みを生じさせているように思われ

る。この歪みの修正過程が今後の重要な課題に

なるものと考えられる。

５．むすびに代えて

モニタリング・モデルは，取締役会による効

率性の監督の行われ方としては一つの完成型６９）

であり，国際的にみても分かりやすい仕組みと

評される７０）。指名委員会等設置会社制度は，こ

のような仕組みの代表型であるが，指名委員会

と報酬委員会による監督機能の強化ゆえに，現

実的には，制度利用の抵抗感が高いことが機関

形態の選択がなされない要因となっていること

は既述のとおりである。これに対し，監査等委

員会設置会社制度は，このような要因が排除さ

れており，利用しやすい機関形態となってい

る。一方，監査役会設置会社制度は，社外取締

役の設置が法的には強制されてはいないもの

の，説明義務等の開示規制や金融商品取引所の

自主規制７１）によって，設置が原則的な規律とし

て位置付けられ，実質的にその設置が加速して

いくものと想定される。そのとき，監査役会設

置会社には，既に社外監査役の設置が義務付け

られていることから，社外取締役の追加設置は

重複感や負担感の存在が避けられない。その結

果として，改正法が企図するような監査等委員

会設置会社への促進が見込まれる。

他方で，規律の歪みの顕在化，すなわち，社

外取締役の選任を利用することによる統治機構

の形骸化が懸念されている。例えば，監査役制

度を廃止して経費の削減と組織の簡素化を図

り，形ばかりの社外取締役を２名選任し，非常

６５）前田，前掲注２１）p．２７５。江頭，前掲注２）p．５７２
参照。

６６）高橋，前掲注２６）p．１７。
６７）江頭，前掲注２）p．５７２。
６８）このような柔軟性の許容は，明確な理念が欠け

ていることの現れと評する見解がある（江頭，
前掲注２）p．５７２）。

６９）企業統治のあり方はモニタリング・モデルが世
界標準となっている（落合，前掲注６３）p．７）。

７０）前田，前掲注２１）pp．２５６－２６８頁参照。
７１）平成２７年２月２４日，東京証券取引所は，コーポ

レートガバナンス・コードの策定に伴う上場制
度の整備に関する要綱を発表し，パブリック・
コメント募集手続きを開始した。今後，要綱の
内容に沿って上場規則等の改正が行われ，平成
２７年６月１日から施行されることとなる。コー
ド原案は，コードの適用対象となる上場会社に
対して，独立社外取締役を少なくとも２名以上
選任することを求めている（原則４－８）。
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勤だけの監査等委員会を設置し，従来の監査役

監査を事実上内部監査に吸収し，業務執行権限

を大幅に代表取締役に集中させることが可能と

なる７２）。

このように，監査等委員会設置会社制度は，

これを選択する企業経営者の認識と運用如何に

依存するところが極めて大きい仕組みである。

より柔軟性の高い制度創設によって，企業統治

機能の生殺与奪は運用如何に委ねられることと

なる。これらを十分に踏まえた上で，改正法が

我が国の企業実態に浸透し，その上でさらに改

善の方向性を見出し，より良い機関形態が制度

面でも運用面でも進展していくことが望まれ

る。会社法見直しによる我が国株式会社の企業

統治の動きは，日本版スチュワードシップ・

コードやコーポレートガバナンス・コードの策

定の動きとも連動して，企業統治をより株主利

益を重視したものに見直そうとする改革として

大きな波動となっている。

これらによって，我が国の会社経営における

株主利益と従業員集団の利益のバランスが後者

から前者へと重点移動し，さらにより広いス

テークホルダーを見据えた意思決定システムの

構築へと踏み出すことが期待される７３）。

株式会社制度は，歴史的に最も成功した企業

組織と評価され，資本主義社会において激しい

競争環境に晒される国家の盛衰は，株式会社の

活動に大きく依存する。換言すれば，株式会社

の存在意義は，経済社会に新しい富を提供する

ことであり，その提供された付加価値が企業価

値へとつながる。制度と運用が適合し，企業が

経済社会への付加価値の提供を通じて持続的に

企業価値を向上させ得るような統治機構の構築

が期待される。

７２）家近，前掲注１３）p．８。
７３）株主利益が十分に配慮されるようになったとき

に，その行き過ぎにいかにブレーキをかけ，企
業の長期的な利益や株主以外の会社の利害関係
者の利害を適切に反映する会社制度をいかに構
築していくかは将来の課題とする（岩原紳作
［２０１４］「平成２６年会社法改正の意義」『ジュリ
スト』１４７２号，p．１６参照）。
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